各務原市福祉教育推進事業実施要綱

１．目　　的

市内の小・中・高等学校・特別支援学校（以下「学校」という。）及び賛助会員企業（以下「企業」という）においてその児童・生徒・従業員を対象にボランティア活動や社会福祉への理解と関心をより深め、地域における福祉教育の推進並びに実践活動に対する援助、協力を行ない思いやり、助けあいによる「福祉の心」を養うことを目的とする。

２．実施主体

　　　福祉推進校　及び　福祉推進企業
３．対象

ボランティア活動をはじめとする福祉活動や啓蒙活動を継続的に実施する学校及び企業を対象とする。

　　　ただし、社会福祉法人・ＮＰＯ法人については賛助会員であっても元来の目的と共通するため助成対象とは認めない。
４．事業の実施方法

(１)この事業は、教育委員会、関係機関、団体等の協力を得て実施するものとする。

(２)本事業の推進を図るため、必要に応じて福祉推進校及び福祉推進企業の代表者による調整会議を設ける。

(３)関係資料の作成、配布及び福祉情報の提供を行なう。

(４)目的を達成するため、関係機関と協議の上、必要な事業を積極的に行なう。

５．活動内容

ボランティア活動や社会福祉への芽生えを大切にし、地域と一体となった福祉の心を基調とした福祉活動を継続的に実施する。

６．補助金額
福祉推進校　　　　
5万円
福祉推進企業　　　
5万円

福祉推進校特別助成
30万円

７．手続き
各務原市社会福祉協議会（以下「社協」という。）は、福祉教育推進事業補助金交付申請書(様式１号)および福祉教育推進事業補助金交付請求書(様式２号)により、当該団体に対して書類精査の上、申請額を補助する。
また、重点的に福祉教育の推進を図るための特別助成については、福祉教育推進特別事業計画書（様式４号）、福祉教育推進特別事業収支予算書（様式５号）、を提出し、書類精査の上、社協が認めた場合はその年度に限り３０万円を上限に補助する。
ただし、福祉推進企業・福祉推進校特別助成は年度内に1団体とする。
　
８．実施期間

　　　原則として、毎年４月１日から翌年の３月３１日の間に行なうものとする。

９．実施報告

当該団体は、福祉教育推進事業実施報告書(様式３号)により、年度終了後、社協会長へ提出する。

１０．その他

全各項に定めるもののほか必要なことは、関係団体と協議し、社協会長が定める。

　付　　則

　　　この要綱は、平成６年４月１日から施行する。

　　　この要綱は、平成７年４月１日から施行する。

　　　この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

　　　この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

　　　この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。
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